「子ども・子育て新システムの基本制度案要綱」に関する 自治労見解
１.「子ども・子育て新システムの基本制度案要綱」が6月29日少子化対策会議において決定された。「要綱」は、子ども・子育てに関わる財源・制度の一元化により切れ目のないサ－ビス提供体制を構築するとしている。最低基準によるサ－ビスの質の担保やステ－クホルダ－の政策決定過程への参加を示すなど、連合「子育て基金（仮称）」構想にほぼ沿う形の基本的な制度設計なっている。その上で、「基本設計」や「給付設計」において「幼保一体給付」等の仕組みを導入している。

２.「 要綱」の基本的な制度デザインや「放課後児童給付（仮称）」の創設による学童
保育の位置づけの明確化などはほぼ評価できる。しかし、その上で、制度設計上重要な位置にある「幼保一体給付」には、サービスの構成や給付の仕組み、参入規制について、社会保障審議会少子化対策特別部会「これまでの議論のポイント（事務局整理）」（2009年12月）の内容を、ほぼ直接反映しており、詳細設計段階における慎重な検討が必要であると考える。たとえば、運営費の使途制限は、保育労働者保護規制として機能しており、保育人材の安定的な確保と保育サ－ビスの質の維持・改善のため、その撤廃は認められないものと考える。
３.「幼保一体化」の推進にあたっては、固有の存在意義を有する保育所及び幼稚園制度の存続を前提に、「幼保一体化」の仕組みが検討される必要がある。その際、現物給付としての特性をふまえ、すでに存在する現場実践を詳細設計に反映させるための十分な検討機会の確保が必要であり、移行リスクを回避するためにも、慎重な検討が必要である。
４.「要綱」が制度・財源の一本化の道筋を示し、すべての子どもに良質な育成環境を保障するため、制度の「普遍化」に向けて取り組んでいることは評価できるが、「子どもの貧困」の拡大など福祉ニ－ズの増大に対応する制度設計も求められている。特に現物給付の拡大が喫緊の課題になっていることをふまえた詳細設計が行われるべきである。その際、市町村機能の強化や財源保障の確保、現物給付の基盤である保育人材の安定的な確保を可能にする制度設計が行われるべきである。
５.自治労は、子どもの最善の利益を確保し、社会全体で支える仕組みを構築するため、

関係労働者を組織する産別として、連合や関係団体と連携して取り組みを強化する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2010年7月2日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全日本自治団体労働組合









